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令和４年度薩摩川内市簡易水道事業会計予算 
 

（総 則） 

第１条 令和４年度薩摩川内市簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

⑴ 給水件数                        ２，９６３ 件 

⑵ 年間総給水量                    ５１０，９１２ ㎥ 

⑶ １日平均給水量                     １，４００ ㎥ 

⑷ 主要な建設改良事業  

ア 配水管布設替事業等           事業費 １１３，２７３ 千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収   入 

第１款 簡易水道事業収益               ３０６，７０９ 千円 

第１項 営業収益                   ９７，９５３ 千円 

第２項 営業外収益                 ２０８，７５６ 千円 
 

支   出 

第１款 簡易水道事業費用               ２９４，２９６ 千円 

第１項 営業費用                  ２７８，３６４ 千円 

第２項 営業外費用                  １４，７３２ 千円 

第３項 特別損失                      ２００ 千円 

第４項 予備費                     １，０００ 千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

７８，５２６千円は、過年度分損益勘定留保資金３０，２４７千円、当年度分損益勘定留保資金４１，９２８

千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額６，３５１千円で補塡するものとする。）。 

 

収   入 

第１款 資本的収入                   １０９，５００ 千円 

第１項 企業債                     ３６，３００ 千円 

第２項 出資金                     ２５，３５０ 千円 

第３項 負担金                     １１，５００ 千円 

第６項 国庫補助金                   ３６，３５０ 千円 

  

支   出 

第１款 資本的支出                   １８８，０２６ 千円 

第１項 建設改良費                  １１７，６８８ 千円 

第２項 企業債償還金                  ７０，３３８ 千円 

 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

起 債 の 目 的  限度額（千円） 起債の方法 利  率 償 還 の 方 法 

簡易水道事業 ３６，３００ 

証書借入 

 

又は 

 

証券発行 

年３．０％以内 

（ただし、利率見直し方

式で借り入れる資金につ

いて、利率見直しを行っ

た後においては、当該見

直し後の利率） 

融資先の条件による。 

ただし、財政の都合により据置期

間中であっても繰上償還し償還年

限を短縮し、又は低利債に借り換

えることができる。 
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（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、１２３，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

・ 営業費用と営業外費用（消費税及び地方消費税に限る。） 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経

費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

・ 職員給与費                      ３９，５７４ 千円 

 

（他会計からの補助金） 

第９条 簡易水道事業費に充当するため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１１１，６０１千円と

定める。 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、３，２０８千円と定める。 

 

令和 ４ 年  ２  月２１日提出 

薩摩川内市長    田 中 良 二    
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　収　　　入 （単位：千円）

予　定　額

１ 簡易水道事業収益                                              306,709

１ 営業収益                                             97,953

 １ 給水収益 97,284 水道料金・給水負担金

 ３ その他の営業収益 669 手数料・一般会計負担金

２ 営業外収益 208,756

 ３ 他会計補助金 111,601 一般会計補助金

４ 長期前受金戻入 68,098 減価償却費に係る長期前受金の収益化

５ 雑収益 1,925 取替メーター受入額・原子力立地給付金等

６ 消費税及び

地方消費税還付金

８ 資本費繰入収益 25,486 一般会計出資金の収益化

1,646

　　　　　　　　　　　　　　　　　

令 和 ４ 年 度 薩 摩 川 内 市 簡 易 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 備　　　　　　　　　　考
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　支　　　出 （単位：千円）

予　定　額

１ 簡易水道事業費用 294,296

１ 営業費用 278,364

１ 原水及び浄水費 67,862 取水・浄水及び送水に要する経費

 ２ 配水及び給水費 58,805 配水及び給水に要する経費

 ４ 総係費 9,324 事業の運営管理に要する経費

  ５ 減価償却費 138,373 固定資産の減価償却費

 ６ 資産減耗費 4,000 固定資産除却費

２ 営業外費用 14,732

 １ 支払利息及び

企業債取扱諸費

３ 雑支出 4,228 控除対象外消費税及び地方消費税

３ 特別損失 200

３ 過年度損益修正損 200 過年度水道料金等還付金

 ４ 予備費 1,000

１ 予備費 1,000

款 項 目 備　　　　　　　　　　考

10,504 企業債等に対する利息

-10-



　収　　　入 （単位：千円）

予　定　額

１ 資本的収入    109,500

１ 企業債 36,300

 １ 企業債 36,300

２ 出資金                                             25,350                                     

 １ 他会計出資金 25,350 一般会計出資金（建設改良費に係る財源不足分）

３ 負担金 11,500

１ 工事負担金 11,500

６ 国庫補助金                                             36,350                                     

 １ 国庫補助金 36,350                                     

　支　　　出 （単位：千円）

予　定　額

１ 資本的支出  188,026

１ 建設改良費 117,688

  １ 改良費 115,973 水道施設の改良に要する経費

 ２ メーター費 7 新設水道メーター購入費

３ 固定資産購入費 1,155 高圧洗浄機等購入費

４ リース債務支払額 553 リース資産に係る元本支払額

２ 企業債償還金 70,338

１ 企業債償還金 70,338 元金償還金

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 備　　　　　　　　　　考

款 項 目 備　　　　　　　　　　考
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令 和 ４ 年 度 薩 摩 川 内 市 簡 易 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
（ 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ）

( 単 位 ： 千 円 )
1 業務活動によるキャッシュ・フロー

資産減耗費 ４,０００

当期純利益（△は当期純損失） １１,８３９
減価償却費 １３８,３７３

長期前受金戻入額 △ ６８,０９８
賞与引当金の増減額（△は減少） １００

支払利息 １０,５０４
資本費繰入収益 △ ２５,４８６

利息の支払額 △ １０,５０４
業務活動によるキャッシュ・フロー ６０,７２８

小　計 ７１,２３２

有形固定資産の取得による支出 △ １０６,４８５
2 投資活動によるキャッシュ・フロー

国庫補助金等による収入 ３３,０４５
工事負担金による収入 １０,４５５

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

一般会計からの出資金による収入 ５０,８３６
投資活動によるキャッシュ・フロー △ １２,１４９

リース料の支払による支出 △ ５０３
財務活動によるキャッシュ・フロー △ ３４,５４１

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ３６,３００
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ ７０,３３８

資金期末残高 １１９,７５３

資金増加額（又は減少額） １４,０３８
資金期首残高 １０５,７１５
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１　総　　括 （単位：人・千円）

※　（　）内は再任用職員に係るものである。

2,625 3,482 3,833 

4,104 2,891 3,621 

前 年 度 794 356 70 2,080 

負 担 金

本 年 度 1,214 

271 266 139 比 較 420 

手　　当

356 70 2,080 

手　当 手　当 手　当 手　　当 手　当

前 年 度

711 2,450 

手　当

の内訳

区 分
扶　養 住　居 通　勤 特殊勤務 時間外

勤　務
手　当

管理職

13 630 1,096 1,739 

手　当

管理職員
特別勤務
手　　当

期　末 勤　勉 退職手当 単身赴任

手　当

比 較
(  )

6 1,930 15,928 13,240 31,098 6,026 

(  )

37,124 

6 1,943 16,558 14,336 32,837 6,737 39,574 
本 年 度

(  )

区 分
職 員 数 給 与 費 法 定

給 与 費 明 細 書

合 計
特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手 当 計 福 利 費
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　⑴　会計年度任用職員以外の職員 （単位：人・千円）

※　（　）内は再任用職員に係るものである。

合 計
特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手 当 計 福 利 費

本 年 度
(  )

区 分
職 員 数 給 与 費 法 定

4 16,558 14,064 30,622 6,394 37,016 

4 15,928 13,022 28,950 5,692 

(  )

34,642 

比 較
(  )

前 年 度

手　当

の内訳

区 分
扶　養 住　居 通　勤 特殊勤務 時間外

勤　務
手　当

管理職

630 1,042 

本 年 度 1,214 356 70 2,080 3,832 

前 年 度

退職手当 単身赴任

手　当 手　当 手　当 手　　当 手　当

702 2,374 1,672 

管理職員
特別勤務
手　　当

期　末 勤　勉

2,891 3,621 

手　当 手　当 負 担 金 手　　当

3,615 2,625 3,482 

139 比 較 420 

794 356 70 2,080 

217 266 
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　⑵　会計年度任用職員 （単位：人・千円）

13 67 54 

合 計
給 与 費職 員 数

給 料 手 当 計 福 利 費

法 定

特 別 職 一 般 職 報 酬

1,943 

1,930 

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較

2 

2 

2,558 272 2,215 343 

2,482 

76 

218 2,148 334 

9 

54 

期　末

手　当

手　当

の内訳

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較

218 

272 
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 ２ 給料及び手当の増減額の明細 

区   分 
増 減 額 

（千円） 

増 減 事 由 別 内 訳 

（千円） 
説     明 

給   料 ６３０ 
昇 給 に 伴 う 増 分 ２８７ 平均昇給率・・・１．７３３％ 

そ の 他 の 増 分 ３４３ 異動等による増分 

手   当 １，０９６ そ の 他 の 増 分 １，０９６ 異動等による増分 

 

３ 給料及び手当の状況 

 

⑴ 職員一人当たりの給与 

区             分 

職    種 

一 般 職 

令和４年 １ 月 １ 日 

 

現  在 

   平 均 給 料 月 額   （円） ３４１，９５０ 

   平 均 給 与 月 額   （円） ４２２，４６５ 

   平 均 年 齢  ４４歳  ４ 月  

令和３年 １ 月 １ 日 

 

現  在 

   平 均 給 料 月 額   （円） ３２８，２５０ 

   平 均 給 与 月 額   （円） ４１７，３０３ 

   平 均 年 齢 ４２歳  ８ 月  

 

⑵ 初任給  

区     分  一 般 職（円） 
一般会計の制度 

 一般行政職 （円） 

高 校 卒 １５０,６００ １５０,６００ 

短 大 卒 １６３,１００ １６３,１００ 

大 学 卒 １８２,２００ １８２,２００ 
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⑶ 級別職員数 

区        分 級 
一     般     職 

職 員 数（人） 構 成 比（％） 

令和４年 １ 月 １ 日 

 

現   在 

４  級 ３ ７５．０ 

３  級 １ ２５．０ 

計 ４ １００．０ 

令和３年 １ 月 １ 日 

 

現   在 

４  級 ３ ７５．０ 

２  級 １ ２５．０ 

計 ４ １００．０ 
    

 
 
（級別の基準となる職務） 

区   分 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級 

一 般 職 参 与 参 事 参  事  補 
総 括 主 任 

主 任 
主 任 補 主  事 主  事 

 

 

⑷ 期末手当・勤勉手当 

区      分 

支 給 期 別 支 給 率 
支 給 率 計 

（月分） 

職制上の段階、職務の 

級 等 に よ る 加 算 措 置 
備        考 

 

 

６月（月分） １２月（月分） 

本 年 度 
(１.１２５) 

２.１５０ 

(１.１２５) 

２.１５０ 

(２.２５) 

４.３０ 
有  

前 年 度 
(１.１７５) 

２.２２５ 

(１.１７５) 

２.２２５ 

(２.３５) 

４.４５ 
有  

一般会計の制度 
(１.１２５) 

２.１５０ 

(１.１２５) 

２.１５０ 

(２.２５) 

４.３０ 
有  

※（ ）内は再任用職員に係るものである。 
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⑸ 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 

区      分 
２ ０ 年 勤 続 

の 者 （ 月 分 ） 

２ ５ 年 勤 続 

の 者 （ 月 分 ） 

３ ５ 年 勤 続 

の 者 （ 月 分 ） 

最 高 限 度 

（月分） 

そ の 他 の 

加 算 措 置 等 
備 考 

 

 

支 給 率 等 ２６.３６５５ ３３.２７０７５ ４７.７０９ ４７.７０９ 制 度 有  

一般会計の制度 

（ 支 給 率 等 ） 
２６.３６５５ ３３.２７０７５ ４７.７０９ ４７.７０９ 制 度 有  

 

 

⑹ その他の手当 

区            分 一般会計の制度との異同 差  異  の  内  容  

 
扶  養  手  当 同      じ  

住  居  手  当 同      じ  

通  勤  手  当 同      じ  
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左の財源内訳

市 費 等

千円 千円 千円 千円
令和４年度から

令和７年度まで

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書 

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

事 項 設定年度 限 度 額

期 間 金 額 期 間 金 額

簡易水道事業窓口等関
連業務委託（水道料金
納入通知書作成発送・
日計処理等）

令和

２年度 15,500 令和３年度 2,937 11,745 11,745
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(単位：千円)

⑴

土 地 28,964

建 物 53,948

減 価 償 却 累 計 額 △ 8,601 45,347

構 築 物 2,892,094

減 価 償 却 累 計 額 △ 354,929 2,537,165

機 械 及 び 装 置 277,863

減 価 償 却 累 計 額 △ 72,647 205,216

車 両 運 搬 具 981

減 価 償 却 累 計 額 △ 804 177

工 具 器 具 及 び 備 品 3,216

減 価 償 却 累 計 額 △ 971 2,245

リ ー ス 資 産 5,246

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,258 3,988

建 設 仮 勘 定 18,965

2,842,067

2,842,067

令 和 ４ 年 度　 薩 摩 川 内 市 簡 易 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

( 令 和 ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 )

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

１ 固    定    資    産

有 形 固 定 資 産

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

チ

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計
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⑴ 119,753

⑵ 37,669

△ 100 37,569

⑶ 4,561

⑷ 5

161,888

3,003,955

⑴

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 672,558

672,558

⑵ 2,654 2,654

675,212

２ 流    動    資    産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

【 資 産 合 計 】

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

３ 固　　定    負    債

企 業 債

イ

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

固 定 負 債 合 計
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⑴

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 65,972

65,972

⑵ 766

⑶ 44,220

⑷

賞 与 引 当 金 2,741

2,741

⑸ 99

113,798

⑴ 1,684,387

△ 220,303

1,464,084

2,253,094

４ 流    動    負    債

企 業 債

イ

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

引 当 金

イ

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

５ 繰　　延　　収　　益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

[ 負 債 合 計 ]
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⑴ 687,692

687,692

⑴

国 庫 補 助 金 2,664

県 補 助 金 296

2,960

⑵

建 設 改 良 積 立 金 36,002

当年度未処分利益剰余金 24,207

60,209

63,169

750,861

3,003,955

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

６ 資　　本    金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

７ 剰    余    金

資 本 剰 余 金

イ

ロ

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

イ

ロ

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

[ 資 本 合 計 ]

【 負 債 資 本 合 計 】
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（単位：千円）

⑴ 給 水 収 益 88,727

⑵ そ の 他 の 営 業 収 益 789 89,516

⑴ 原 水 及 び 浄 水 費 55,097

⑵ 配 水 及 び 給 水 費 54,398

⑶ 総 係 費 7,975

⑷ 減 価 償 却 費 152,288

⑸ 資 産 減 耗 費 4,000 273,758

営　　業　　損　　失 184,242

⑴ 他 会 計 補 助 金 110,977

⑵ 長 期 前 受 金 戻 入 76,251

⑶ 雑 収 益 1,929

⑷ 消費税及び地方消費税還付金 2,685

⑸ 資 本 費 繰 入 収 益 24,650 216,492

３ 営　　業　　外　　収　　益

令 和 ３ 年 度　 薩 摩 川 内 市 簡 易 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

 （ 令 和 ３ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ４ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ）

１ 営　　業　　収　　益

２ 営　　業　　費　　用
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⑴ 支払利息及び企業債取扱諸費 11,817

⑵ 雑 支 出 6,865 18,682 197,810

経　　常　　利　　益 13,568

⑴ 過 年 度 損 益 修 正 損 200 200 △ 200

⑴ 予 備 費 1,000 1,000 1,000

当　　年　　度　　純　　利　　益 12,368

前　年　度　繰　越  利  益  剰　余  金 0

そ の 他 の 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額

当　年　度　未　処　分　利　益　剰　余　金 12,368

５ 特　　別　　損　　失

６ 予　　備　　費

４ 営　　業　　外　　費　　用
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(単位：千円)

⑴

土 地 28,964

建 物 53,948

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,734 48,214

構 築 物 2,803,914

減 価 償 却 累 計 額 △ 244,009 2,559,905

機 械 及 び 装 置 264,198

減 価 償 却 累 計 額 △ 48,860 215,338

車 両 運 搬 具 981

減 価 償 却 累 計 額 △ 536 445

工 具 器 具 及 び 備 品 2,576

減 価 償 却 累 計 額 △ 507 2,069

リ ー ス 資 産 1,323

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,191 132

建 設 仮 勘 定 18,965

2,874,032

2,874,032固 定 資 産 合 計

ト

チ

有 形 固 定 資 産 合 計

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

令 和 ３ 年 度 薩 摩 川 内 市 簡 易 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

( 令 和 ４ 年 ３ 月 ３１ 日 )

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

１ 固    定    資    産

有 形 固 定 資 産
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⑴ 105,715

⑵ 37,669

△ 100 37,569

⑶ 4,561

⑷ 5

147,850

3,021,882

⑴

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 702,230

702,230

⑵ 0 0

702,230

リ ー ス 債 務

固 定 負 債 合 計

３ 固　　定    負    債

企 業 債

イ

企 業 債 合 計

【 資 産 合 計 】

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

２ 流    動    資    産
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⑴

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 70,338

70,338

⑵ 0

⑶ 44,220

⑷

賞 与 引 当 金 2,641

2,641

⑸ 99

117,298

⑴ 1,640,887

△ 152,205

1,488,682

2,308,210

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

[ 負 債 合 計 ]

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

５ 繰　　延　　収　　益

リ ー ス 債 務

未 払 金

引 当 金

イ

引 当 金 合 計

４ 流    動    負    債

企 業 債

イ

企 業 債 合 計
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⑴ 662,342

662,342

⑴

国 庫 補 助 金 2,664

県 補 助 金 296

2,960

⑵

建 設 改 良 積 立 金 36,002

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 12,368

48,370

51,330

713,672

3,021,882

ロ

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

[ 資 本 合 計 ]

【 負 債 資 本 合 計 】

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

イ

資 本 剰 余 金

イ

ロ

６ 資　　本    金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

７ 剰    余    金

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部
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注 記 
 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記  
   

⑴ 資産の評価基準及び評価方法 

イ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品・・・先入先出法による原価法 

 

⑵ 固定資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産（リース資産を除く。） 

定額法 

     ・主な耐用年数 

       建物 ７年～６５年 

       構築物 ８年～６０年 

       機械及び装置 ２年～５８年 

       車両及び運搬具 ４年～５年 

       工具器具及び備品 ２年～２０年 

ロ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

定額法 

ハ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

 

⑶ 引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 
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ロ 退職給付引当金 

職員の退職手当は、簡易水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する一定の負担金を除き、一般会計がその全部を負担することとな

っているため、退職給付引当金は計上していない。 

ハ 賞与引当金 

職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事

業年度の負担に属する額を計上している。 

 

⑷ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

イ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２ その他の注記  

 

・ 賞与引当金の目的使用による取崩しについて 

当年度において、令和３年１２月分から令和４年３月分の賞与及びそれに係る法定福利費を支給するため、賞与引当金２，６４１千円を使用

する。 
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　収　　入 （単位：千円）

金　　額

1 306,709 312,040 △ 5,331                                     

 1 営業収益 97,953 98,207 △ 254                                     

1 給水収益                                97,284 97,598 △ 314 1 水道料金 97,096   

2 給水負担金 188   

3 その他の営業収益                        669 609 60 2 手数料 69

3 他会計負担金 600

 2 営業外収益 208,756 213,833 △ 5,077                                     

3 他会計補助金 111,601 109,727 1,874 1 一般会計補助金 111,601

4 長期前受金戻入 68,098 76,251 △ 8,153 1 長期前受金戻入 68,098 減価償却費に係る長期前受金の収益化

5 雑収益 1,925 1,984 △ 59 2 雑収益 1,925

6 消費税及び 1,646 1,221 425 1 消費税及び 1,646

地方消費税還付金 地方消費税還付金

8 資本費繰入収益 25,486 24,650 836 1 資本費繰入収益 25,486

令 和 ４ 年 度 薩 摩 川 内 市 簡 易 水 道 事 業 会 計 予 算 参 考 資 料

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款　　項 目 本 年 度 前 年 度 比   較
節

備　　　　　考
区    分

簡易水道事業収益

工事審査手数料等

一般会計負担金(児童手当)

取替メーター受入額・原子力立地給付金等

一般会計出資金の収益化
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　支　　出 （単位：千円）

金　　額

1 294,296 299,627 △ 5,331                                     

 1 営業費用 278,364 279,744 △ 1,380                                     

1 原水及び浄水費                          67,862 60,614 7,248 11 備消耗品費 381 水源地用消耗品購入費

12 燃料費 169 作業用燃料費  

13 光熱水費 1,400 水源施設電灯料  

15 通信運搬費 1,431 水源施設専用回線使用料等                               

17 委託料 20,865 電気設備保安管理業務委託等               

18 手数料 21,258 水質検査手数料等                     

19 賃借料 719 機械借上料等  

20 修繕費 12,704 施設等修繕  

22 動力費 7,300 水源施設電力料  

23 薬品費 1,635 次亜塩素酸ソーダ等

2 配水及び給水費                          58,805 54,129 4,676 1 報酬 1,911 会計年度任用職員報酬１人

2 給料 16,558 一般職員給４人

3 手当 12,646 扶養手当 1,214

住居手当                            356

通勤手当 70

時間外勤務手当 2,080

期末手当 2,560

勤勉手当 1,941

退職手当組合負担金 3,621

児童手当 600

会計年度任用職員期末手当 204

4 賞与引当金繰入額 2,741 賞与引当金

6 法定福利費 6,286 共済組合負担金等 5,954

会計年度任用職員保険料 332

備　　　　　考
区    分

簡易水道事業費用

款　　項 目 本 年 度 前 年 度 比   較
節
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（単位：千円）

金　　額

7 旅費 18 費用弁償

11 備消耗品費 200 配水施設用消耗品購入

12 燃料費 852 車両燃料費等

13 光熱水費 370 配水施設等電灯料

15 通信運搬費 822 配水施設専用回線使用料等

17 委託料 3,013

20 修繕費                                  11,641 メーター取替 3,208

漏水修理等 8,433

21 路面復旧費 500 修繕工事路面復旧                     

22 動力費 200 配水施設電力料 　　

24 材料費 600 漏水修理用材料  

25 工事請負費 447 工事請負費

4 総係費                                  9,324 8,713 611 1 報酬 32 日額会計年度任用職員報酬

7 旅費 501 普通旅費等               

11 備消耗品費 150 消耗品購入費 　

14 印刷製本費 487 電算帳票等印刷費 　

15 通信運搬費 470 後納郵便料等          

17 委託料 5,169 上下水道事業窓口等関連業務委託等

18 手数料 402 金融機関口座振替手数料等

19 賃借料 600

20 修繕費 695 公用車修繕等

30 厚生費 56 市職員厚生会負担金等                        　

31 会費負担金 306 会費負担金（関係団体等）            　

36 保険料 340 検針員傷害保険料等 　

37 公課費 16 自動車重量税 　

38 貸倒引当金繰入額 100 貸倒引当金 　

システム賃借料等

メーター取替業務委託等                      

款　　項 目 本 年 度 前 年 度 比   較
節

備　　　　　考
区    分
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（単位：千円）

金　　額

5 減価償却費                              138,373 152,288 △ 13,915 41 有形固定資産                  138,373 建物減価償却費                      2,867

減価償却費 構築物減価償却費                    110,920

機械及び装置減価償却費                23,787

車両運搬具減価償却費 268

工具器具及び備品減価償却費            464

リース資産減価償却費 67

6 資産減耗費                              4,000 4,000 0 43 固定資産除却費 4,000 　 　

2 営業外費用 14,732 18,683 △ 3,951                                     

 1 支払利息及び              10,504 11,818 △ 1,314 48 企業債利息 10,207 　 　

企業債取扱諸費 49 借入金利息 246

51 リース資産支払利息 51 　

3 雑支出                                  4,228 6,865 △ 2,637 53 その他雑支出 4,228 控除対象外消費税及び地方消費税

3 特別損失 200 200 0                                     

 3 過年度損益修正損 200 200 0 58 過年度損益修正損 200 過年度水道料金等還付金

4 予備費 1,000 1,000 0                                     

1 予備費                                  1,000 1,000 0 61 予備費 1,000 　 　

備　　　　　考
区    分

款　　項 目 本 年 度 前 年 度 比   較
節
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　収　　入 （単位：千円）

金　　額

1 109,500 114,105 △ 4,605                                     

 1 企業債 36,300 36,800 △ 500                                     

1 企業債                                  36,300 36,800 △ 500 1 企業債 36,300 　

2 出資金 25,350 30,455 △ 5,105

1 他会計出資金 25,350 30,455 △ 5,105 1 一般会計出資金 25,350

3 負担金 11,500 10,000 1,500

1 工事負担金 11,500 10,000 1,500 1 工事負担金        11,500

6 国庫補助金 36,350 36,850 △ 500                                     

1 国庫補助金              36,350 36,850 △ 500 1 国庫補助金                                 36,350 　

資本的収入

資  本  的  収  入  及　び　支　出

款　　項 目 本 年 度 前 年 度 比   較
節

備　　　　　考
区    分
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　支　　出 （単位：千円）

金　　額

1 188,026 183,375 4,651                                     

 1 建設改良費 117,688 115,669 2,019                                     

1 改良費                                  115,973 114,105 1,868 7 旅費                                    400 普通旅費 　

11 備消耗品費                              100 消耗品購入費 　

17 委託料 2,200 システム更新業務委託

25 工事請負費                              113,273

2 メーター費 7 16 △ 9 62 メーター購入費                          7 新設水道メーター購入費                        　

3 固定資産購入費 1,155 858 297 66 機械及び装置購入費 451 ポンプ購入費等

68 工具器具及び 704 高圧洗浄機等購入費

備品購入費

4 リース債務支払額 553 690 △ 137 69 リース債務支払額 553 リース資産に係る元本支払額

 2 企業債償還金 70,338 67,706 2,632                                     

1 企業債償還金                            70,338 67,706 2,632 70 元金償還金                              70,338 元金償還金                           

比   較
節

備　　　　　考
区    分

資本的支出

配水池更新事業等

款　　項 目 本 年 度 前 年 度
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